
中小企業における事業承継

事業承継の選択肢
経営者が世代交代をする場合、承継先の選択

肢は、主に「親族承継」「従業員承継」「第三者

承継（Ｍ＆Ａ）」が考えられます。

事業承継を検討する際、後継者を誰に決定す

るかは今後の会社運営においても重要な要素を

占めるといえますが、近年の事業承継において

「脱ファミリー化」が加速していることをご存

じでしょうか。

帝国データバンクによると、2018年以降の過

去５年間における事業承継について、先代経営

者との関係性をみると、2022年の事業承継は

「親族承継」により引き継いだ割合が34.0％に達

し、全項目中最も高い割合を占めましたが、前

年比では4.7％の低下となり、親族間の事業承継

割合は急減しています。一方で、血縁関係によ

らない役員等を登用した「従業員承継」は前年

比＋2.5％の33.9％、Ｍ＆Ａを中心とした「第三

者承継」は前年比＋1.7％の20.3％となっており、

市況の変化・不透明な経済動向・新型コロナウ

イルスの影響等が後継者問題に拍車をかけたこ

とで、非同族への事業承継＝脱ファミリー化へ

舵を切る動きが強まっています（図表１）。

【図表１】

就任経緯別　推移

（資料：帝国データバンクの資料を当社にて加工）

　株式会社東邦コンサルティングパートナーズは2022年８月に設立し、同年10月４日に開業いたしま
した。本稿では当社が設立された背景や業務内容、一般的な事業承継の手法等について６回に亘り掲
載させていただきます。第２回目は親族・従業員承継と自社株式の移転手法について説明していきた
いと思います。
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今回は、事業承継の選択肢の中から「親族承

継」「従業員承継」に着目して、それぞれの特徴

や移転手法について紹介します。

親族・従業員承継
親族承継は、前述のとおり承継候補先の中で

最も多く、一般的な選択肢として考えられてい

ます。現経営者の子息子女や配偶者、甥や娘婿

等の親族が後継者となるため、承継後も従業員

や取引先との関係性が維持されやすく、スムー

ズな引き継ぎが可能となる点が特徴です。

また、後継者自身も幼い頃から家業を継ぐこ

とを念頭に置いている場合が多いため、候補者

を早期に選定することで準備期間を長期的に確

保できる等のメリットがあります。一方で、親

族内に候補者が複数いる場合、後継者の決定で

悩んだり、経営権を一人に集中させることが困

難となる事例も認められます。後継者が学校卒

業後に他社へ就職し、一定の立場に就いている

等の場合を含め、家業であったとしても早めに

対話をしながら本人の引継意思を確認しておく

ことが大切です。

従業員承継は、従業員や取引先との関係性は

もちろん、事業や社風を深く理解する従業員の

中から経営者の資質を備えた人材を後継者とし

て選択するため、業務や企業文化の円滑な承継

が可能となる点が特徴です。一方、経営権の取

得に際しては高騰する自社株式の買取や、金融

機関借入の債務保証の引継が必要となります。

当事者間で了承を得られていたとしても、一般

家庭の想像を超える個人ローン（自社株式買取

資金）負担や、法人借入への保証参加が原因と

なり、家族間での話し合いの結果、引継を断念

するケースも珍しくありません。経営者として

の覚悟の有無を確認した上で、金銭的負担への

対応策が不可欠となります。

３つの要素
親族承継・従業員承継を問わず、事業承継を

進める上で、後継者に託すべき要素は大きく分

けて３つあります。後継者教育などを進めなが

ら経営権を引き継いでいく「人（経営）」の承継、

自社株式や事業用資産、債権債務などを引き継

いでいく「資産」の承継、経営理念や取引先と

の人脈、技術・ノウハウを引き継いでいく「知

的資産（目に見えにくい経営資源）」の承継で

す（図表２）。

【図表２】

（資料：中小企業庁の資料を当社にて加工）

帝国データバンクによると、事業承継を行う

上で経営者が特に苦労した項目として「後継者

の育成」「相続税・贈与税などの税金対策」「自

社株式の移転」が挙げられています。特に、自

社株式の現状把握や移転方法に関する相談は当

社開業以降、最も多く寄せられており、経営者

最大の関心事であることが窺えます（図表３）。

【図表３】

（資料：帝国データバンクの資料を当社にて加工）
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① 後継者の育成

② 相続税・贈与税等の税金対策

③ 自社株式の移転

④ 後継者の選定

⑤ 後継者への権限移譲
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自社株式の移転手法
後継者への自社株式の移転手段は、主に「相

続」「贈与」「譲渡（売買）」の３つの方法が考

えられます。その中でも相続による移転の場合、

先代経営者の意思を反映することが困難なため、

贈与もしくは譲渡（売買）により、計画的に自

社株式を後継者へ移転していくことが大切です。

贈与による移転の場合、「暦年贈与制度」「相

続時精算課税制度」「事業承継税制」の活用が

考えられます。暦年贈与制度では受贈者ごとに

年間110万円までの基礎控除が認められており、

相続時精算課税制度では2,500万円を超えた金額

に対する贈与税率が一律20％（通常贈与税は累

進課税で最大55％）になる等の特徴があります。

また、株式評価額からの逆算で移転期間の長期

化が想定される場合は、事業承継税制を活用し

た移転方法も有効です。

一方で、譲渡（売買）による株式移転の場合、

個人間売買は後継者の資金負担が発生するため、

一部を金庫株（自己株式）で会社が取得すると

いった方法も併せて検討する必要があります。

事業承継は、「人（経営）」「資産」「知的資

産」の３要素すべてを後継者へ移転することで

初めて完了します。会社に対する想いを後継者

に伝え、意思を早期に確認し、対策を計画的に

実行していくことが、会社の持続的成長にも繋

がっていきます。当社ではお客さまのよき伴走

者（パートナー）として、経営者の事業承継課

題の解決に向けた伴走支援を行っていきたいと

考えております。次回は「第三者承継（M&A）」

についてフォーカスしていきたいと思います。

＜事業承継のワンポイント！＞

Ｑ．第三者承継（Ｍ＆Ａ）ってどんな会社が検討するの？
Ａ�．後継者問題に不安を抱えるお客さまからのご相談（事業承継型Ｍ＆Ａ）が最も多いで
すが、最近では、急変するビジネス環境に対応するための成長戦略型Ｍ＆Ａ・業界再編

型Ｍ＆Ａのご相談も増加しており、業種や事業規模に関係なくさまざまな会社が　　　

検討しています。

TCP2022年10月開業！TCP2022年10月開業！
新たな挑戦で地域を変えよう新たな挑戦で地域を変えよう
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